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地域社会における低炭素社会づくり
―宇都宮大学を核としたネットワーク協働型モデルの考案―
高　橋　若　菜
はじめに
気候変動問題が、国際政治のトップアジェンダ
になって久しい。2007年のハイリゲンダムサミッ
トや 2008 年の洞爺湖サミット前後には、気候変
動の悪影響を出来るだけ抑えるための“中長期目
標”の設定を出来るかどうかが焦眉となり、連日
紙面を賑わせた。
国際レベルでは「低炭素社会」へ向けた動きが
せわしい。ここで ｢低炭素社会｣ とは、「低炭素
社会排出で安定した気候の下で豊かで持続可能な
社会」と定義できる（西岡、2008）。「低炭素社会」
づくりにむけて、先進各国はこぞって中長期目標
を設定、日本も 2008 年に「福田ビジョン」の中
で 2050 年目標（温室効果ガスを現状比 60-80%削
減）を掲げて、低炭素社会構築に向けての模索が
始まった。馬場（2008）が紹介するように、低
炭素社会に向けた政府予算要求は、総額約 1 兆
3000 億円という過去に見ない予算規模になって
いる。世界は、そして日本も、もう低炭素社会構
築に向けて走り出している。
このような動向を敏感に察知し、意欲的な中長
期目標を掲げて革新的な取組を進行させている一
部先進都市・地域がある。一方、大半の地域社会
は、まだ「低炭素社会」に向けて動き出していな
いのが実情である。
枝廣 (2008) は、「先を見て大きく動き出してい
る先進的な自治体」と「後追い方の自治体の差が
大きく明確になりつつある」ことを指摘する。た
とえば、筆者が在住する栃木県は、中長期目標も
設定しておらず具体策も乏しい現状で、どちらか
といえば後追い方に分類されよう。
本稿では、栃木県のように、いわゆる“後追い方”
の地域社会が今後どのように低炭素社会に向けて
舵を切ることが出来るのかにとりわけ留意し、大
学を核としたネットワーク協働型モデルの可能性
について提案を行うものである。
本稿では、第 1 節は、「低炭素社会」に向けた
世界の動きについて概説する。第 2節では、日本
の取組について概説し、地域社会の取組に大きな
差が生まれている現状について紹介する。続く第
3 節では、「後追い方」の地域社会において現状
を打破するモデルとして、「大学を核としたネッ
トワーク協働型モデル」について提起し、今後の
研究計画として記す。
なお本稿は、こうした目的に沿う以上、学術的
というよりは、やや啓蒙的な側面を多く含むこと
を、はじめに断っておく。
１．「低炭素社会」へ向けた世界のうねり
「低炭素社会」に向けた中長期目標は、なぜ必
要とされているのだろう。「世界全体で 2050 年ま
でに 50%」という削減目標の根拠はどこにある
のか。先進国の 60-80%目標にはどういう意味が
あるのだろう。達成できない場合はどのようなリ
スクが生じるのか。
本節は、中長期目標の意味合いについて説明す
るところからはじめたい。
国連気候変動枠組条約は、その究極的な目的を、
「気候系 に対して危険な人為的干渉を及ぼすこと
とならない水準において大気中の温室効果ガスの 
濃度を安定化させること」としている 1。
産業革命以前の二酸化炭素（代表的な温室効果
ガスの一つ）の濃度は、産業革命以降 280ppm、
それが産業革命以降徐々に濃度があがり、現在は
およそ 379ppm といわれている（IPCC、2007）。
では“危険な人為的干渉”を及ぼす水準とはどの
程度なのであろうか。450ppm ならば大丈夫か。
500ppm、あるいは 550ppm は危険レベルなのか。
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「危険な人為的干渉を及ぼす」ような水準がい
かほどかについて、条約が採択された 1992 年時
点では、気候変動科学界は殆ど応えることができ
なかった。しかし、この 20 年ほどで気候 ･ 環境
観測が劇的に進んだ結果、様々な事実が判明して
きている。
詳細は、インターネット上でも公開されている
IPCC 第 4 次評価報告書を参照されたいが、当報
告書では、温暖化が過去に予測されたよりも速い
スピードで進行している証拠を示すとともに、温
度上昇が続いた場合の悪影響のリスクについて、
農業や水資源、人間の健康や海水面上昇等を含め
多岐にわたって予測している。総じて、“気温の
上昇が約２～ 3℃以上である場合には、全ての地
域は正味の便益の減少か正味のコストの増加のい
ずれかを被る可能性が非常に高い”としたうえ
で、その悪影響を回避、遅延、軽減”するために
は今後 20-30 年の投資が鍵になること、排出削減
が遅れると、より厳しい気候変化の影響のリスク
が増大することなどを、明らかにしている（IPCC、
2007）。
ボックス１は、IPCC 第 4 次評価報告書で公表
された「安定化レベルの範囲における CO2 排出
量と平衡気温の上昇量」を示したものである。複
数ある安定シナリオのうち、たとえば、最も厳し
いシナリオ（シナリオⅠ：グラフ中の緑色のシナ
リオ）に基づいて、温室効果ガスの濃度を 445 ～
490ppm で安定化させたとしても、今後 100 年以
内の気温上昇は、重大な影響を回避する目安とさ
れる 2 度程度と予測されている 2。このシナリオ
を達成するためには、二酸化炭素排出がピークと
なる年は 2000 年から 2015 年までの間でなくては
ならず、2050 年の二酸化炭素排出量は、2000 年
比で− 85%から− 50%の間でなくてはならない
という、大変に厳しいものである。
このように進化した気候変動科学が、世界全体
での大幅削減の必要性を示唆する中で、2003 年
のイギリスの発表を皮切りに、主要な先進各国は
「低炭素社会」に向けた中長期目標を相次いで公
表した。各国が出している中長期目標については、
ボックス１
出典：IPCC第 4次評価報告書政策担当者向け要約（邦訳版）[http://www.env.go.jp/earth/pcc/4th/nterm-j.pdf]
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表１を参照されたい。
表１によれば、中長期目標の設定が早かったの
は欧州諸国である。英国やドイツが意欲的目標を
早々と公表し、英国は法制化に向けて動き出した。
他方、注目に値するのは、オバマ米新政権の動向
である。世界 2位の排出国であり、京都議定書を
唯一離脱したアメリカだが 3、オバマ氏は選挙戦
時に 2050 年に 1990 年比 80%という意欲的目標
を提示済みで 2009 年 1 月に発足する新政権が大
きく舵を切ることが確実になっている。
先進各国で、北米を含む先進各国で、低炭素社
会構築に向けた動きが加速しているが、特定の国
が意欲的目標を掲げ低炭素社会を実現させるだ
けでは、気候変動問題の影響リスクを回避するこ
とはできないことは言うまでもない。世界全体と
してのめざすべき方向性についても明らかにされ
る必要がある。この点について世界目標を明確に
示したのは、2007 年に安倍内閣（当時）が提示
した「美しい星 50」であった。同提案を受けて、
2007 年 6 月のハイリゲンダムサミットでは、「排
出削減の地球規模の目標を定めるにあたり、2050
年までに地球規模での排出を少なくとも半減させ
ることを含む、EU、カナダ、及び日本による決
定を真剣に検討する」ことを宣言した 4。
さらに 2008 年の北海道洞爺湖サミットにおい
ては、「2050 年までに世界全体の排出量の少な
くとも 50%の削減を達成する目標というビジョ
ンを、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）の
すべての締約国と共有し、かつ、この目標を
UNFCCC の下での交渉において、これら諸国と
共に検討し、採択することを求める」成果文書が
採択された 5。
サミット級での合意を受け、低炭素社会に向
けた国際合意に向けて国際交渉はすでに開始さ
れている。2007 年にインドネシア・バリで開催
された国連気候変動枠組条約第 13 回締約国会議
（COP15）では、ポスト京都議定書に向けた工程
表「バリ・ロードマップ」が採択された。「バリ
･ロードマップ」に基づき、2009 年にコペンハー
ゲンで開催される会15回締約国会議（COP15）で、
各国は次期枠組について合意をとることが期待さ
れている。
２．低炭素社会へ向けた日本の動き
以上に見てきたように、低炭素社会にむけて国
際社会が急展開をとげるなかで、日本国内におい
ても大きな動きがあった。2008 年 6 月、北海道
洞爺湖サミットに先立ち、福田首相（当時）は、
「2050 年までの長期目標として、現状から 60 ～
80％の削減」を目指すことを明らかにした 6。
その後、「地球温暖化問題懇談会」の提言を受
けて 7、2008 年 7 月 29 日は、「低炭素社会づくり
行動計画」が閣議決定される。この行動計画は「革
新的技術開発と既存先進技術の普及」を促すとと
もに、「国全体を低炭素へ動かす仕組み」として「排
出量取引」や「税制」グリーン化等にも言及した
内容となっている。
しかし、京都議定書の達成も危ぶまれるなかで、
低炭素社会に移行というのは本当に実現できるの
中期目標 長期目標
（2050年）
発表年・根拠
EU 2020年までに
90年比20%減
9 0 年 比
60-80% 
環 境 大 臣 会 合
（2005年）
英 2020年までに
90年比26-32%
9 0 年 比
60%以降
王立環境汚染委員
会(2000年)
気候変動法案公表
（2007年）
独 2020年までに
90年比40%
9 0 年 比
60-80% 
ドイツ連邦気候変
動諮問委員会(2003
年)
仏 2000年比
75%減
気候変動問題省庁
間専門委員会(2004
年)
加 2020年までに
2006年比20%
減
2006年比
60-70%減
温室効果ガスおよ
び大気汚染に関す
る行動計画（2007
年）
豪 2000年比
60%減
ラ ッ ド 首 相 に よ
る声明（2007年12
月）
米 2025年までに
ピークアウト
なし ブッシュ大統領に
よる発表（2008年4
月）
オバ
マ新
政権
1990年比
80%減
“New Energy for 
Amerca”選挙時
に公表(2008)
日本 2020年までに
2005年比14%
減の見通し
2000年比
60-80%減
福田ビジョン(2008)
表１．主要先進各国が提示した中・長期目標
出典：筆者調べによる
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であろうかという疑問も当然出てこよう。この点、
2004 年から始まった日英共同研究プロジェクト
「脱温暖化社会の実現に向けた脱温暖化 2050 プ
ロジェクト」（環境省地球環境研究総合推進費研
究）では、バックキャスティングアプローチを用
いてシナリオ研究を行い、「2050 年に想定される
サービス需要を満足しながら、CO2 を 1990 年比
で 70％削減する技術的なポテンシャルは存在す
る」として、技術的には可能性が十分にあること
を示した（西岡 2008）。
ただし、現状から何もしないままで、低炭素社
会が形成されるわけではない。「低炭素社会」が
意味するところは、石炭や石油のような化石燃料
に基づくエネルギー依存型現代技術社会から脱却
するということである。化石燃料への依存から脱
却するためには、また、低炭素社会型の革新技術
が経済的にも社会的にも受容されるためには、社
会のすみずみまでにいきわたるような構造変革が
必要とされてくる（植田、2008）。そのような産
業構造や社会インフラの変革には「数十年かかる」
ため、「今すぐのスタートが必要」と西岡（2008）
は述べる。
以上に見てきたように、低炭素社会への転換が
社会的要請になってきた中、地域社会からの変革
が注目を集めてきている。たとえば、大阪府豊中
市は、2050 年までに 90 年比 70%減の目標を設定
した。岩手県葛巻町のような思い切った新エネル
ギー導入が進んでいる小規模自治体もある。東京
都のように 2020 年までに 2000 年比 25%削減とい
う中期目標を掲げ思い切った政策投入を行う先進
的大都市も出現してきている。このほか横浜市も、
2050 年目標として 2004 年比 60%減、2025 年目
標として 2004 年比 30%を掲げ、広島市は、2050
年目標として 90 年比− 70%、2030 年目標として、
90 年度比 50%を掲げた。
政府も 2008 年 7 月、低炭素社会の実現に向け
て先駆的な取組を行う環境モデル都市を選定し
た。これによれば、大都市として横浜市、北九州
市、地方中心都市として帯広市、富山市、小規模
市町村として、下川町（北海道）、水俣市が選ば
れている。
なぜ一部の地域は、低炭素社会づくりに向けて
先陣を切ろうとするのであろうか。
一つ考えられるのは、「低炭素社会」に対する
市民の理解度である。「低炭素社会」という概念
自体どれほど浸透しているのか。これを知る手が
かりとして、たとえば平成 20 年 7 月に内閣政府
広報室により公表された「低炭素社会に関する
特別世論調査」がある。グラフ１によれば、「低
炭素社会の認知度」は全国平均で 32.8%で、7 割
近くの国民は知らないことが判明した、東京都
区では 55%の認知度であるのに対し、中都市は
33.5%、町村では 24.1%と、地方に行くほど認知
度が低いことがわかる 8。このことから、東京都
や横浜市などの大都市で対策が進もうとしている
理由の一端がうかがえる。
しかし、認知度が比較的高い東京都区部でも、
半数はまだ「低炭素社会」という言葉を知らない
ことからすれば、全ての利害関係者の中で、低炭
素社会に向けての合意形成がなされたとは考えに
くい。
実情は、東京都の石原慎太郎都知事のように、
強いリーダーシップがあるケースが多いのでは
ないだろうか。あるいは北九州市や水俣市などの
ように、激甚な公害を克服した経験を持ち環境を
キーワードに再生・発展を遂げてきたところも意
欲的な政策を展開しようとしているものと思われ
る。
以上、低炭素社会構築の波が、一部地域社会に
まで広がっている状況を簡単に紹介した。その一
方、大半の自治体、特に地方では、このような
動きは全く見られないことも事実である（柳下 
2006）。筆者が在住する栃木県も例外ではない。
グラフ１．低炭素社会の認知度
出典：内閣政府広報室 (2007) より筆者作成。
[http://www8.cao.go.jp/survey/tokubetu/h20/h20-lcs.html]
㻜㻑
㻝㻜㻑
㻞㻜㻑
㻟㻜㻑
㻠㻜㻑
㻡㻜㻑
㻢㻜㻑
㻣㻜㻑
㻤㻜㻑
㻥㻜㻑
㻝㻜㻜㻑
ᮾ
ி
㒔
༊
㒊
ᨻ
௧
ᣦ
ᐃ
㒔
ᕷ
୰
㒔
ᕷ
ᑠ
㒔
ᕷ
⏫
ᮧ
▱䜙䛺䛛䛳䛯
▱䛳䛶䛔䛯
127地域社会における低炭素社会づくり
たとえば 2010 年度における同県の温室効果ガ
ス排出量推推計値は基準年比 22.4%増と、京都議
定書目標計画の達成は到底おぼつかない。しかし、
車依存型の都市構造、森林の整備における予算・
人手不足、年金問題や地域経済の活性等のプライ
オリティの高い政策案件の存在、といった背景か
らすれば、今後温暖化対策が劇的に進むとは考え
にくい。栃木県が有する条件は、日本の地方の典
型ともいえる。栃木県は、枝廣・飯田 (2008) の
調査によれば、90 年比の温室効果ガス増減率で
は 47 都道府県のうち 26 位（14%増）、削減目標
(京都議定書第一約束期間中を念頭に置いたもの )
としては 37 位（− 1％：吸収源を考慮）であり、
中長期目標も設定していない。
栃木県のように、いわゆる“後追い方”の地域
社会が今後どのように低炭素社会に向けて舵を切
ることが出来るのかにとりわけ留意し、大学を核
としたネットワーク協働型モデルの可能性につい
て提案を行うものである。
３．大学を核としたネットワーク協働型モデル（研
究計画）
前節では、日本の地域社会が、低炭素社会に向
けて先陣を切る自治体もあれば、どちらかといえ
ば、様子見、後追い方の自治体もあることを紹介
した。
それでは”後追い方”の地域社会においては、
低炭素社会への移行に向けた動きは全くないのか
といえば、そうともいえない。
たとえば、栃木県内で再生可能なエネルギー普
及に関して活動を行っている例としては、太陽光
発電普及に向けて、県は優遇金利の貸付を行い、
宇都宮市は補助金を交付し続けてきた。那須温泉
地球温暖化対策地域協議会の地熱発電や、那須野
が原土地改良区連合のマイクロ水力発電のよう
に、地域の特色を活かして、農業・農村地域に存
在する自然エネルギーを開発しようとする動きな
どもある。筆者が勤務する宇都宮大学も、大変小
規模であるが、太陽光発電や太陽熱逐電、コジェ
ネレーションなどの施設を搭載する建物もある。
しかし、このような個々の動きはそれぞれの中
で輪がとじており、全体として低炭素社会への移
行を測るような大きな流れにはなっていない。
一例として宇都宮大学を取り上げてみたい。同
大学は 2008 年に入ってチームマイナス６%に参
加し、エコ指導員による省エネ・経費削減活動を
実施してきた 9。しかしながら、宇都宮大学にお
ける温暖化取組の現状は、特定の部局が細々と行
う啓蒙的な働きかけにすぎず、あまり浸透してい
ない。研究者が先進的な環境技術を発明しても、
地域社会や大学自身に還元されているとは限らな
い。環境教育も優れた取組事例はあるが、個別限
定的である。複数の学生サークルがあっても互い
の活動はあまりよく知らない。結果として、大学
全体としてCO2 削減は殆ど進んでいない 10。
主体間の連携の欠如は大学内に限らない。地域
に目を転じても、各種 NPO、企業などは、それ
ぞれの中で輪がとじている。一部の先進都市で
は、低炭素社会構築に向けてトップダウン型の思
い切った政策や施策が投入されているが、大半の
地域社会がそうであるように、栃木県ではまだ大
きな動きはない 11。こうした状況の中、大学を中
核として、地域を低炭素社会に向けて変革してい
く方策はないのであろうか。
この状況を打破しうるモデルとして、本節では、
大学を核とするネットワーク型協働モデルを提起
したい。以下はその仮説および今後の研究計画で
ある。
（1）仮説
低炭素社会づくりには全国共通の解はなく、そ
れぞれの地域に合うような方法がとられるべきで
ある。地域と密接な関係を持ち、地域に即した様々
な研究や知見・経験を有し、価値中立的な立場か
らネットワークを築くことが出来る地方大学は、
地域社会での低炭素社会づくりの牽引役として、
高い潜在的能力を有している。
大学をハブとして低炭素社会へ移行しようとす
るような先進例は、実は海外には存在する。たと
えば、図１が示すような、カナダのバンクーバー
市とブリティッシュコロンビアの事例である。同
市では、市と大学（研究者）が共同考案してトラ
ムに快速バスを組み合わせた公共交通網を整備
し、その利用促進のために大学（本部）と市が契
約して全学生に格安で U-Pass（公共交通機関の
り放題）購入を義務付けている（授業料の一部と
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して徴収）。地域社会の持続可能な交通体系づく
りに大学が一体となって有機的に対応すること
で、大学が、「知の創造（研究）」「知の継承（教育）」
「知の活用（地域貢献）」という機能を多面的に果
たしながら、地域社会における低炭素社会づくり
に貢献する一例である。
欧州やカナダでは、本研究の射程と合致する
ような理論・実証の双方において先行研究の蓄
積も進んでいる。地域あるいは地方都市レベル
における低炭素社会を射程においたガバナンス
研 究 と し て、 Farr （2007）、Evans 等 （2005）、
Beatley(1999)、Gersg （2008）、非政府主体によ
る自主的なガバナンスの検証（森林認証を対象と
して）として Gulbrandsen （2005）、科学者と関
連主体者の協働研究としてCohen （1997）などが
あげられる。日本語で紹介されたものとしては、
参加型会議（水野洋子、柳下正治、涌田幸宏他 
2004）、などがある。
また、政策形成の解明に関する理論面での先
行研究としては、たとえばキングダン（John W. 
Kngdon）による「政策の窓」モデルや（Kngdon 
1995）、小島による「協働の窓」モデル、実施用
研究としては NPO と企業の協働を分析したロー
バー（Lober 1997）などがある。
これらの先行研究を元に、現在、大学を核とし
たネットワーク協働型モデルの開発を考案してい
るところである。
そのイメージとしては、図２を参照されたい。
モデルの中で、一番強調しているのは、異なるア
クター間の共同である。
すなわち、日本の地域社会には、持続可能な低
炭素社会づくりに貢献できるようなシーズおよび
ニーズが多くある。大学内の各主体者（研究者・
本部・学生等）が一体となり、大学の持つネッ
トワーク機能や多面的機能を活かしながら、シー
ズとニーズのマッチングやリンケージを行い、あ
るいは自らが外部の主体者と有機的協働を築くこ
とで、低炭素社会づくりに向けた社会構造変革を
促すことができるのではないかというモデルであ
る。 
図１．ブリティッシュ ･ コロンビア大学－バンクーバー市の事例
<バンクーバー市と大学の関係>
研究者：バンクーバー市とともに持続可能な交通体系考案（トラム・快速バス等バス網整備、自転
車の持ち運びが出来るバス、有線レーン等）
本部：バンクーバー市と契約　全学生に格安でU-Pass（公共交通機関乗り放題）購入義務付け（授
業料として徴収）
学生：格安価格でのU-Pass 利用（利便性＋教育効果）
＊備考：バンクーバー市は、Clmate Neutral Network（国連環境計画支援）に加盟しており、
2016 年までにカーボンニュートラルを達成することを公約している。バンクーバー市は、
2010 年の冬季オリンピックを控え、人口も増加し経済成長を遂げているにもかかわらず、
2006 年時点で GHGs 排出量が 90 年比 5%減、一人当たりの排出量にすれば 15%減を達成し
た（カナダ全体では、2005 年時点で 90 年比 26.6%増となっている (UNFCCC 国別報告書よ
り )）。
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図 2. ネットワーク協働型モデルのイメージ（スパイラルモデル）
左側が、宇都宮大学を取り巻く環境取組の現状である。大学内では本部・学生・研究室、社会の中
では企業・行政・市民などがそれぞれ低炭素社会に向けた取組を行っている。しかしそれぞれの中で
輪は閉じているため、全体として低炭素社会の実現に向けたうねりはない。一方、本研究が提案して
いるようなネットワーク協働型モデルが適用できれば（プ＝プロジェクトの実施）、まず大学内で、様々
な主体者が協働関係を強めて、低炭素社会へ向けた相乗効果を生み出すことができよう。さらに社会
のなかでは、大学の持つネットワーク機能や多面的機能を活かしながら、シーズとニーズのマッチン
グやリンケージを行い、あるいは自らが外部の主体者と有機的協働を築くことで相乗効果が増し、低
炭素社会づくりに向けた社会構造変革を促すことができるのではないかと考えられる。 
＊には行政・企業・市民などが入るが、※には大学本部・研究室・学生などが入るが、それぞれの主
体がどこにでも入る余地があることを示すために固定の名称を入れていない。
　図作成：和気徹也（宇都宮大学環境 ISO学生委員会委員長）・高橋清人（同メンバー）
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（２）社会実験
上記仮説をもとに、筆者は、宇都宮大学の他学
部の教員や事務職員、学生とともに、地域社会の
行政や NPO、企業等にも声をかけて、宇都宮大
学を中心とした地域社会における社会実験を行う
ことをめざしている。以下の手順が想定される：
①　大学内での態勢準備
-　内部間での有機的共同関係を構築する
-　研究推進のための特別プロジェクト研チーム
を結成して全体を管理する
-　プロジェクトのホームページをたちあげる
-　協働のための仕掛け（“場”づくり・相談窓口・
セミナー開催等）
②　先進事例地域での対話（2 年目）：研究者以
外も先進事例地域を訪問・視察・議論し、様々
な刺激を受けながら、研究者視点ではなく社
会の中のアクターとしての視点から、協働や
相乗効果について考えを深め、実現していく
ことを期待する。
③　シンポジウム：実験のプロセスや成果を公表・
広く共有する。
④　具体的プロジェクトの進行
上記①～③は、いわゆるシーズとニーズを
マッチングするための仕掛けであるが、本プロ
ジェクトでは、この仕掛けから実際に発掘され
ることが期待されるような具体プロジェクトの
進行も想定している。ここでは「里山の維持管
理＋都市の再生可能エネルギー利用」および「エ
コドライブの普及」を具体例として挙げておく。
 
図３．具体プロジェクト例①　里山の維持管理　＋　都市の再生可能エネルギー利用
 ＜各主体者の協働関係＞
宇都宮大学
研究者：地域連携による低炭素社会スキームの考案、里山の多面的機能・生物多様性等に関する研究、
バイオマス発電システム等に関する技術提供
学生：里山整備・間伐材伐採等の経験（環境教育効果）
本部：学生の活動の単位化、バイオマス発電施設導入によるCO2 削減
　　　＊発電施設導入の資金源としてESCO事業や国内CDMの活用等を考慮。
茂木町：里山起源の木質バイオマス供給、有機質肥料を投入した農業促進、地産地消等
栃木県：認証制度の整備
市民：里山管理への協力、ペレットストーブ導入等
産業：木質バイオマスボイラーの導入、クレジット購入等
図作成：高橋俊守（宇都宮大学農学部准教授）・和気徹也
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（３）検証
以下の項目を中心に検証を行う。
①　協働関係の促進・相乗効果：“本プロジェク
トなかりせば”と比べ、どれほど協働関係が
促進されたか、相乗効果が創出されたか。
②　CO2 削減効果・費用対効果：具体的なプロ
ジェクトを通じて、どれほど CO2 削減がも
たらされたか、その費用対効果はどうであっ
たか。
③　モデルの一般化・他の地域社会への適用可能
性
検証作業は研究者自身が行うが、別途プロジェ
クト全体の有効性評価等について、外部アドバイ
ザーからの検証も受ける。さらに、年に一度開催
予定のシンポジウムにおいて、検証結果について
も意見を仰ぐ。
おわりに
本研究の構想は、宇都宮大学の一学生が、一教
員である筆者に、大学はもっと CO2 対策を推進
すべきだと問題提起をしたことからはじまった。
調べていくうちに、宇都宮大学においては、低
炭素社会に向けた技術に関する大変優れた環境研
究が行われていることがわかった。環境教育も優
れた取組事例はある。学生たちも複数サークルを
作っている。しかしいずれも、個別限定的であり、
相乗効果を生むようなものではなかった。
主体間の連携の欠如は大学内に限らない。地域
に目を転じても、各種 NPO、企業などは、それ
ぞれの中で輪が閉じている。一部の先進都市では、
低炭素社会構築に向けてトップダウン型の思い
切った政策や施策が投入されているが、大半の地
域社会がそうであるように、栃木県や宇都宮市で
もそのような動きはない。こうした状況の中、大
学を中核として、地域を低炭素社会に向けて変革
していく方策はないのであろうか。状況を打破し
図４．具体プロジェクト例②　エコドライブの普及
＜各主体者の協働関係＞
自動車教習所：教習内容にエコドライブに関する内容を盛り込む。また、宇都宮大学生協・本部と
契約し、学内でエコドライブ講習会と自社の宣伝を行う（メリット：他の教習所との差別化、CSR
の達成、学内での宣伝活動による顧客の増加、教習用自動車の燃費向上による経費削減）
宇都宮大学
生協：エコドライブ教習を取り入れている教習所を優遇して宣伝する。学内でのエコドライブ講習会
を支援する。（メリット・CSRの達成）
学生：エコドライブ講習会へ参加し、エコドライブ教習を取り入れている市内の教習所を利用する。（メ
リット：無料での講習会参加、燃費向上のための知識の獲得）
宇都宮市民：免許更新時にエコドライブ教習を受ける。（メリット：燃費向上により、燃料への支出減）
図作成：和気徹也 
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うるモデルとして、本研究では、大学を核とする
ネットワーク型協働モデルを考案し、実践を通じ
てその有効性を検証することを提案した。
本研究の最大の意義は、トップダウン型の低炭
素社会政策が進んでいない地域社会でも、大学が
牽引役となり主体者間の有機的協働に基づいた社
会システムを適切に構築できれば、低炭素社会づ
くりに向かうことが可能であることを示す点にあ
る。低炭素社会に向けた技術的ポテンシャルはあ
るのに、情報の非対称性、意思決定・制度構造の
問題等によって依然として革新技術の普及が進ま
ない現状がある。こういった障壁を取り払い、既
存のボトムアップ型の様々な取組をいかに有機的
に連携させ協働関係を築けるか、いかにして社会
全体の能力をアップさせられるかが鍵になる。
2008 年 10 月の日本経済新聞調査では、地方大
学ほど地域貢献度が高いことが明らかになってい
る。その宇都宮大学では、2008 年 10 月に環境問
題に取り組む学生委員会が結成された。低炭素社
会に向けて先陣をきる大学に変えようと、全学部
から教員も集まり、本部関連部局の職員、学生委
員会代表も主体的に参加する形でタスクフォース
が結成されている。社会実験を行う準備は整いつ
つある。
追記：
本稿のうち、第 3節に関わる研究は、当然なが
ら筆者一人で実施できうるものではない。この研
究計画の作成は、宇都宮大学の環境政策の発展に
関するタスクフォースを基盤として作られたもの
である。本学タスクフォースリーダーの池田宰工
学研究科教授、学生からの問題提起に耳を傾けタ
スクフォースを立ち上げてくださった本学水本忠
武理事、石田朋靖農学部長、藤村達夫財務部施設
環境審議役をはじめ、本研究計画についてご議論
くださったタスクフォースの方々にお礼申しあげ
たい。また本稿執筆に際し、「里山の維持管理＋
都市の再生可能エネルギー利用」については、タ
スクフォースメンバーでもある高橋俊守農学部准
教授から大変重要な情報提供を頂くとともに、図
の作成にも関わっていただいた。「エコドライブ
プロジェクト」は、宇都宮大学環境 ISO 委員会
委員長の和気徹也君が、また「協働モデルのイメー
ジ：スパイラルモデル」については、和気君およ
び、同委員会メンバーの高橋清人君が、筆者とと
もに考案を重ね、最終的には二人で図に纏め上げ
てくれた。ここに感謝したい。
さらに、本プロジェクト計画を相談した際に、
協力を快諾いただいた環境ワークス代表取締役の
黒崎由行氏、とちぎコープの田中広氏、栃木県工
業団地管理連絡協議会の菊池芳夫氏、研究計画に
名を連ねてくださっている全ての地域の方々・研
究者の方々にお礼申しあげる。
なお、本稿における全ての誤りは筆者に帰する。
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1　国連気候変動枠組条約第 2条。
2　気候感度（＝二酸化炭素濃度が倍増したときの
全球平均の年平均気温の昇温量）として「最良の
見積もり」の 3℃を用いた場合に、シナリオⅠの
温度上昇は 2℃と推定される。なお、気温上昇を
2 度以内におさえるという目標は、重大な影響を
回避する一つの目安として広く提起されている数
値である（西岡、2007、17）。
3　オーストラリアも京都議定書を離脱していた
が、2007 年 12 月にラッド新政権誕生後、京都議
定書への復帰を宣言し、その際に長期目標（2050
年に 2000 年次 60%削減）についても言及した。
4　[http://www.mofa.go. jp/MOFAJ/gako/
summt/helgendamm07/g8_s_gs.html]　（ ハ イ
リゲンダムサミット議長総括：邦訳版、外務省仮
訳）
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ピーチ」：“「低炭素社会・日本」をめざして、”日
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とは、内閣総理大臣が有識者を集め開催するもの
で、平成 20 年 3 月 5 日より、平均すると月 1 回
ほど開催されているものである。
8　この認知度は、筆者の実体験とも合致する：筆
者は宇都宮市ないし栃木県内において、市民や学
生、NPO あるいは産業界の人々を対象に低炭素
社会に関する国際動向について解説する機会を得
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ることがあるが、聴衆の大半は「低炭素社会」と
いう言葉を一度も見聞きしたことがなかった。
9　宇都宮大学『環境報告書』2008 年度版、15。
10 宇都宮大学の CO2 排出量は、平成 15 年度の
8,257t から、平成 19 年度は 9,078t へと、この 5
年間のうちに、約 9.9%も増加している。
11 ただし、宇都宮市は、2008 年の環境モデル都市
に応募するなど、低炭素社会への移行については
関心を寄せている。宇都宮市は、自らが「日本で
も有数の“自動車依存都市”」であることを認識
した上で、LRT 導入を念頭に、自動車依存から
脱却した“人や環境にやさしい都市”」への転換
を目指した。なお宇都宮市は、モデル都市の選考
過程でもれ、指定を得ることはできなかった。
12 ガバナンス研究は、今日、百家争鳴の感がある
が、ここではヤング (Oran Young) やシュロース
（Mranda Schreurs）を参照としつつ、仮に以下
のように定義しておく：すなわちガバナンスとは、
社会のメンバーが「互いの社会的福祉を高めるた
めに協力や強調を行おうとする公的な関心」があ
るときに生じ、ガバナンスにおいては、「多くの
場合」、「社会的実践を規定し、その実践に参加す
る者たちの相互作用を方法付けるようなルール・
意思決定の手続き ･実践的活動の体系」としての
「社会的制度」が形成され機能している。すなわ
ちガバナンスの本質は「制度とアクター間の相互
作用」と位置づけられる」(Young 1994; Schreurs 
1998)。
Building a Low Carbon Society at Locality:
Suggesting a Network Collaboration Model with Local University as a 
Core – a Case of Utsunomiya University
Wakana TAKAHASHI
Abstract
The Fourth IPCC (Intergovernmental Panel on Climate Change) Report published in 2007 identified serious 
concerns and risks caused by global warming in future, and urged international society strongly to take actions 
for building a low carbon society. Many developed countries including United States (Obama administration) 
have already announced to set the mid- and/or long-term emission reduction targets as well as the implementation 
strategies. Fukuda Administration of Japan in June 2008 also officially announced the long-term target of cutting 
GHGs by 60-80% by 2050. In response, some forward-looking localities are originally pursuing more ambitious 
targets, whereas others remain backward. The paper first observes these background, and then seek the way of 
changing “backward” localities towards building a low-carbon society by suggesting a network collaboration model 
with local university with local universities as a core, with a case of Utsunomiya University. 
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